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WTO における為替と貿易に関する特別セミナーについて 
WTO は、昨年９月に為替レートが貿易に与えるインパクトへの対応を求める提案がブラ

ジルから出されたことを受け、３月 27～28 日にかけて、為替と貿易に関する特別セミナー

を実施しました。 
WTO は、前身である GATT が為替問題を扱う IMF との両輪体制をとっていたことから、

「為替に関しては IMF と協議する」という条項を持ってはいますが、その変動による関税

調整等の措置規定は設けていません。これに対し、ブラジルは最近の為替の動向が自国の

産業に強い影響を与えているとして、セーフガードや相殺関税等の措置を活用できるので

はないかと問題提起しています。このため、非常にセンシティブな問題ではあるものの、

貿易と為替の関係を強く認識しているとして、WTO は、官民学と国際機関という４つのセ

クターから意見の表明を受ける形でセミナーを実施しました。 
 
同セミナーの冒頭、WTO ラミー事務局長は、「為替レートは短期的な変動で貿易に影響

を与えているものの、長期的な変動は産業調整が実施された結果であるので、この問題に

対し、WTO における貿易面からの対応として対策を考えるべきではない。しかし同時に、

短期の変動が貿易に与えるインパクトの大きさについても認識しており、（IMF または G20
等で）為替の安定が図られるべきである」としています。 
これに対し、ブラジルと南アフリカの民間分野からは、為替の大きな変動が貿易に影響

を与えている現状があること自体が問題との意見が表明されています。現在の為替レート

は、投資の流れとの関係が強く、かつ一部の国で人為的な操作が行われていることから、

自国の貿易に不利に働いており、貿易システム上での対策として、相殺関税、アンチダン

ピング、セーフガード、補助金相殺といったような対策を WTO 上で活用することが認めら

れるべきと主張しています（これは中国を念頭においたものと思われます）。 
一方、米国も、為替問題は IMF を中心に考えるべきとしながらも、現在のファンダメン

タルズに為替レートが適切に反映されていないなど、背景には基本的な構造問題があると

しています。また、カーク米国通商代表（USTR）は、為替レートが長期にわたり上手く調

整されていないことで、開放貿易態勢を揺るがしかねないとの懸念を示しています。 
 
いずれにせよ、この問題提起に対しては、特別セミナーでの意見聴取という形をとった

ため、為替変動に対して貿易面から対策をとるかどうか、すなわち WTO のルールの中に為

替レート問題に向けた対策を用意するべきかということについて、具体的な議論はなかっ

たようですが、今後の動向が注目されます。 
 

http://www.jaicaf.or.jp/
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なお、1971 年のニクソン・ショックの際、大幅な貿易赤字を抱えた米国が、一方的にド

ルの金との兌換
だ か ん

制を放棄し、かつ各国に為替調整を求めましたが、その際、輸入に対して

一時的に 10％の課徴金を課したことが想起されます。 
日本においても、それまでの１ドル＝360 円というレートが、スミソニアン会議による関

税再調整により 318 円となり、その後も調整が繰り返され、結局、変動相場制となりまし

た。現在では 80 円前後となって、国内の産業、特に農業に対して強いインパクトを与えて

います。当時と現在では、各国の経済力等の背景は異なりますが、IMF 等を通じて、貿易

収支、財政、インフレ率等に配慮しながら、各国経済のファンダメンタルズを適切に反映

させた為替レートへの調整が必要とされているようです。 
 
参考リンク 
・WTO におけるセミナー発表内容 

http://www.wto.org/english/news_e/news12_e/devel_27mar12_e.htm 
・WTO ラミー事務局長による Opening Remark 

http://www.wto.org/english/news_e/sppl_e/sppl222_e.htm 
・USTR による発表 

http://geneva.usmission.gov/2012/03/27/wto-forum/ 
（文責：西野 俊一郎） 

 

 

     2012 年は「国際協同組合年」です 

今年は国連の定めた「国際協同組合年」（International Year of 

Co-operatives＝IYC）です。協同組合の社会経済開発、世界の食

料安全保障や金融危機への取り組みに期待し、その活動を広める

ことを目指したものです。農業分野でもさまざまな取り組みが行

なわれています。 
・IYC 公式ホームページ（日本語）：http://www.iyc2012japan.coop/ 
・FAO（国連食糧農業機関）プレスリリース：http://www.fao.or.jp/detail/article/757.html 
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